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外務省の国際協力NGOと
の連携に関する施策



ＮＧＯ（Non-Governmental Organization）は開発協力の重要な担い手

ＮＧＯとの連携により目指すもの

① 幅広い国民の参加による国際協力の実現

→市民社会による国際協力の代表格であるＮＧＯの活動を支援し、日本の「顔の見える協力」を推進する。

② 我が国ＯＤＡのより効果的・効率的な実施
→ＮＧＯの事業を支援するとともにＮＧＯの知見を活用することで、政府間の二国間援助の届かない
住民ニーズに寄り添う、より効果的・効率的なＯＤＡの実施を目指す。

課 題

国民のＮＧＯに対する認識が広まっておらず、欧米ＮＧＯに比較し、財政面・組織面で脆弱。

●市民社会との連携

「開発現場の多様な考え方、ニーズをきめ細かに把握し、状況に応じて迅速に対応できる国内外のＮＧＯ／市民社
会組織（ＣＳＯ）、民間財団等との連携は、協力効果の向上及び当該国の公正で安定的な発展にとって重要である。
このことを踏まえ、開発協力における参加・協働の強化を含め、ＮＧＯ／ＣＳＯとの連携を戦略的に強化する。・・・」

開発協力大綱（平成２７年２月閣議決定）における言及

１

日本の主なＮＧＯ 財政規模 スタッフ数

ﾋﾟｰｽｳｨﾝｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 約４６億円 約４２０人

難民を助ける会 約２１億円 約４００人

オイスカ 約８億円 約９０人

欧米の主なＮＧＯ 財政規模 スタッフ数

ﾜｰﾙﾄﾞ･ﾋﾞｼﾞｮﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（本部:米） 約27億ﾄﾞﾙ（約2,970億円） 約３４,０００人

ｾｰﾌﾞ・ｻﾞ・ﾁﾙﾄﾞﾚﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（本部:英） 約22億ﾄﾞﾙ（約2,420億円） 約２５,０００人

国境なき医師団ｲﾝﾀｰｼｮﾅﾙ（本部:ｽｲｽ） 約19億ﾕｰﾛ（約2,510億円） 約６５,０００人

【データ】主なＮＧＯの規模比較 （2020年度。年度の期間は団体規定による。）（出典：団体ＨＰ及び会計報告書）



外務省のNGO連携・３本の柱

➢日本ＮＧＯ連携無償（N連）：日本のNGOが開発途上国・地域で行う経済・社会開発事業に対する資金協力。

➢ジャパン・プラットフォーム（JPF）：日本のNGOの迅速・効果的な緊急人道支援活動を可能とするため、NGO、経済界、

政府が協力する枠組み。外務省は無償資金協力予算から資金協力。

➢NGO事業補助金：事業の事前調査、事後のフォローアップ、国内でのネットワーク作り等を支援。

➢NGO相談員：国際協力やNGOに関するNGO団体や一般市民等からの照会や相談に対応。全国15団体に委嘱。

➢NGO研究会： NGOが取り組むべき課題をテーマとしたワークショップ等を開催。

➢NGOスタディ・プログラム：NGOの中堅職員が国内外NGO等で研修。

➢NGOインターン・プログラム：NGOに若手人材育成を委託し、NGO活動に携わる人材の門戸の拡大を図る。

➢NGO・外務省定期協議会： NGOと外務省との定期的、公式な意見交換の場（原則年7回開催）。

・全体会議 ・ODA政策協議会 ・連携推進委員会

１．資金面での協力

２．能力向上プログラム（活動環境整備支援事業）

３．対話

２

この他、日本のNGO等が企画した開発途上国・地域への技術協力活動を支援するため、 JICAがJICA草の根技術協力を実施。



日本ＮＧＯ連携無償資金協力（Ｎ連）

概要 日本のＮＧＯが開発途上国・地域で実施する経済・社会開発事業に外務省が資金協力を行うもの。

支援対象 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、公益法人（一般社団／財団法人、または公益社団／財団法人）

支援期間 原則１年以内（「国際協力における重点課題」該当案件（下記注）は最大３年）

支援内容 ①開発協力事業
現地で実施する学校建設、医療機材供与等草の根レベルに直接裨益する開発協力事業（限度額：原則５,０００万円（下記注））。

②ＮＧＯパートナーシップ事業
日本国内外の他のＮＧＯと連携・協働して実施する開発協力事業（限度額：原則５,０００万円（下記注））。

③リサイクル物資輸送事業
中古物品等（消防車、救急車、学校用机椅子等）を現地のＮＧＯ、地方公共団体等に贈与（限度額：１,０００万円）。

④災害等復旧・復興支援事業
大規模な紛争や自然災害後の復旧／復興段階の人道支援活動（限度額：１億円）。

⑤地雷・不発弾関係事業
地雷・不発弾除去に関する技術指導、犠牲者支援、地雷回避教育等（限度額：１億円）。

⑥マイクロクレジット原資事業
現地の貧困層の人々に少額・無担保の貸付を行う事業（限度額：２,０００万円）。

⑦平和構築事業
主に紛争後の国・地域において行う、元兵士の社会復帰や和解、相互信頼醸成事業（限度額：原則５,０００万円（下記注））。

注：「国際協力における重点課題」案件
次の「国際協力における重点課題」に該当する事業の場合には、１年を超える事業期間（最大３年）、１億円を超える供与限度額（１年
あたり最大１億円）、一般管理費（最大１５％）の計上が認められる。
・アジアにおける貧困削減に資する事業（社会経済基盤開発、保健・医療、教育を含む）
・小島しょ国における脆弱性の克服に対する支援
・アフリカにおける「質の高い成長」や「人間の安全保障」の推進に資する事業
・中東・北アフリカの生活向上・改革支援
・中南米における格差是正（保健、教育、人材育成）や防災・環境保全事業
・平和構築事業（特にフィリピン、ミャンマー、アフガニスタン、イラク、ケニア、南スーダン）
・地雷・不発弾関係事業

実績 計７４か国・１地域で１，７２５件の事業を支援。供与総額約６１９億円（平成１４年度～令和３年度）。令
和３年度は、計３５か国・１地域にて５１団体による９６件の事業に対し合計約５７億円を供与。 ３



日本ＮＧＯ連携無償資金協力における一般管理費の引き上げ

「ＯＤＡに関する有識者懇談会」提言

➢ 外務省は、限られた予算の中で、ＯＤＡをこれまで以上に効率的かつ効果的に活用していく観点から、河野
外務大臣（当時）の下で、平成３０年７月から計４回にわたり、「ＯＤＡに関する有識者懇談会」を開催。

➢ ＮＧＯが実施するＯＤＡ事業について、現行の５％の一般管理費比率では間接費として不十分であり、団体
側の「持ち出し」による財務状況の悪化についての問題が指摘され、１５％を一つの目安として引き上げを検
討すべきとの提言がなされた。

令和元年度からＮ連における一般管理費の割合をそれまでの５％から最大１５％まで引き上げ
また、令和元年度補正予算からＪＰＦにおける一般管理費の割合を同様に最大１５％まで引き上げ。

➢ 当該Ｎ連事業に直接的に関係しない経費であって、同事業を実施する上での前提として、ＮＧＯ自身が活動を継続・維持して

いくために必要な経費（いわゆる「足腰予算」）

＊例：役員報酬、職員給与手当、法定福利費、通信交通費、広告宣伝費等

引き上げの
適用比率

事前の条件 事後の検証

１０％ 特段の条件なし 引き上げ後３年間の政府資金以外の収入が、引き上げ以前の３
年間の平均より拡大しているか

１５％ 過去３年間の政府資金以外の収入が経常収益に占
める比率の平均が５０％以上であること

引き上げ後３年間の政府資金以外の収入が、一般管理費の増加
分以上に拡大しているか

日本ＮＧＯ連携無償資金協力（Ｎ連）における一般管理費とは

４



NGOユニット
（４４団体）

ジャパン・プラットフォーム（JPF)
●日本のＮＧＯが迅速・効果的な緊急人道支援活動を行うことを可能とするため、ＮＧＯ、経済界、
及び政府が協力する枠組み（平成１２年８月設立）。資金源は政府資金（ＯＤＡ）及び民間資金。

●令和４年６月現在で４４団体のＮＧＯ（公益財団法人またはＮＰＯ法人）が加盟。
●政府資金（ＯＤＡ）事業は、ＪＰＦ（事業審査委員会）の承認に加え、政府の最終承認が必要。

常任委員会
事業運営構想計画・

予算執行

コアチーム
緊急時の対応協議

事業審査委員会
申請案件の審査と諾否の決定

政府
（外務省）

経済界
（経団連等）

理事会

事務局

※外務省
が委員とし
て参加して
いるもの

ODAによる資金協力
資金協力・サービスの提供

事業申請

JPF概念図

ガイドライン委員会
ガイドライン・ルールの検討

プログラム戦略会議
活動計画等の検討

資産管理委員会
事業計画・活動予算の検討

提案

事業審査分科会
NGOの事業申請を審査

報告

提案

報告

提案

報告

報告

事業申請承認

対処方針を答申

審査結果答申
報告

５



「ジャパン・プラットフォームを通じた支
援については、2000年の設立から2019年度
までに、53の国・地域、62団体に対して1、
645件、総額567億円の政府資金による事業
を実施した。

ジャパン・プラットフォーム（ＪＰＦ）

イラク・シリア人道危機対応支援 パレスチナ・ガザ人道危機対応支援

南スーダン難民緊急支援 ミャンマー避難民人道支援

令和３年度に新たに発生した紛争・災害に対する主な人道支援

フィルピン台風ライ被災者支援

アフガニスタン人道危機対応支援

ウクライナ人道危機対応支援

長期化しつつある人道支援

最近の主な海外における人道支援

・実績：２０００（平成１２）年に発足以来、１，８３２事業、５４の国と地域を対象に人道支援活動を展開。
ＪＰＦに対する政府資金供与総額約６３９億円。
・令和３年度は、２０団体による９４件、合計約３５億円の政府資金事業を実施。

６

イエメン人道危機対応支援

ミャンマー避難民キャンプ大規模火災緊急対応

ガザ地区人道危機緊急対応

アフリカ南東部サイクロン被災者支援

ハイチ地震２０２１被災者支援

モザンビーク北部人道危機対応

サイクロン・セロージャ被災者支援



国際開発協力関係民間公益団体補助金（ＮＧＯ事業補助金）

概要 日本のＮＧＯが開発途上国で実施するプロジェクト調査事業及び国内外における国際協力
関連事業について、総事業費の１／２及び２００万円を限度に資金面から支援するもの。

支援対象 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、公益社団／財団法人、又は一般社団／財団法人

支援期間 １年以内（交付決定のあった年度内に終了する必要あり）

支援内容 ①プロジェクト調査事業

ＮＧＯ自らが実施主体となって行う開発協力事業の案件発掘・形成を目的とした企画・調
査、及びＮＧＯ自らが実施した開発協力事業に関し現地で行う評価活動。

②国内における国際協力関連事業

ＮＧＯが日本国内において実施する開発協力支援事業、及びＮＧＯの国際協力の拡大・深
化に資する講習会、調査、セミナー、シンポジウム等の実施及び参加等。

③海外における国際協力関連事業

ＮＧＯが海外において実施又は参加する、ＮＧＯの国際協力活動の拡大・深化に資する講
習会、調査、セミナー、シンポジウム等。

実績 計１２４の団体による４６２件の事業を支援。補助総額約１１．４億円（平成１４～令和３年
度）。令和３年度は、６団体による６件、合計約６５５万円を供与。

７



ＮＧＯスタディ・プログラム

ＮＧＯの中堅職員が国内外ＮＧＯ等で研
修し、その成果を団体やODAを含む国
際協力に報告・還元することでＮＧＯの
能力強化を目指す。

平成１９年度開始
令和４年度：予算１,１８０万円

ＮＧＯ相談員

市民やＮＧＯ関係者による照会や相談
の対応、国際協力に関する講演やワー
クショップ等の出張サービスの実施を通
じ、国民のＮＧＯ活動についての理解の
促進を図り、活動環境の整備やＮＧＯの
組織能力向上を図る。

平成１１年度開始
令和４年度：予算４,３００万円

ＮＧＯインターン・プログラム

ＮＧＯに若手人材育成を委託し、ＮＧＯ活
動に携わる人材の育成を支援し、もってＮ
ＧＯによる国際協力の重層化やＯDAとの
連携強化を目指す。

平成２２年度開始
令和４年度：予算２,０９０万円

NGOによるテーマ別能力
向上プログラム
（NGO研究会）

特定の開発分野、他セクターとの連携等、
NGOが取り組むべき課題をテーマとして
専門性や事業実施能力向上を目的とする
ワークショップ等をNGO自身が企画・運営。

平成１３年度開始
令和４年度：予算８２０万円

外務省のＮＧＯ活動環境整備支援事業

事業実施能力向上

組織力強化

人材育成

８

能力向上プログラム



ＮＧＯとの対話
ＮＧＯ・外務省定期協議会

９

●ＯＤＡに関する情報提供やＮＧＯとの連携における改善策などについて定期的に意見交換
する場として平成８年に設置。２００２年（平成１４年）以降、全体会議に加え、２つの小委員
会（ＯＤＡ政策協議会及び連携推進委員会）を設置。

●外務省のＮＧＯ連携・支援策の３つの柱（注）の1つである「対話」の位置付け。
（注）①ＮＧＯの事業に対する資金協力、②ＮＧＯの能力向上支援（組織強化、人材育成など）、③ＮＧＯとの対話。

■ＯＤＡ政策協議会
・ ＯＤＡ政策全般に関する意見交換。
・原則年３回開催。
・主にアドボカシー系ＮＧＯ（環境、人権関連等）が対象。ＮＧＯ側事務局はＯＤＡ政策協議
会コーディネーター。

■連携推進委員会
・ 外務省によるＮＧＯ連携・支援策に関する意見交換。
・原則年３回開催。
・ネットワーク型及び開発事業型ＮＧＯが対象。ＮＧＯ側事務局は関西ＮＧＯ協議会。

・ 各小委員会での協議事項の確認及びそれを踏まえた意見交換等。
・ 原則年１回開催。
・各小委員会のコアメンバー及びオブザーバーが参加。

全体会議

小委員会



ウクライナ人道支援

１０

●３月１１日、日本政府は、ウクライナ及び周辺国において国難に直面するウクライナの人々
に対する人道支援として、１億ドルの緊急人道支援を実施することを決定。同支援は、２月
２７日に岸田総理が表明した緊急人道支援を具体化するものであり、ウクライナ及び周辺
国のポーランド、ハンガリー、モルドバ、スロバキア、ルーマニアに対して６つの国際機関を
通じて、また、ジャパン・プラットフォーム（ＪＰＦ）経由で日本のＮＧＯを通じて、一時的避難
施設、保健・医療、水・衛生、食料、子どもの保護といった緊急性の高い分野で人道支援
を実施するもの。なお、ＪＰＦ経由で日本のＮＧＯには、保護・医療、食料、生活必需品、水・
衛生、シェルター、避難民等の保護の分野に１，４１０万ドル（約１５億円）が振り向けられ
た。

●４月５日、日本政府は、ウクライナ及び周辺国において国難に直面するウクライナの人々
に対する人道支援として、１億ドルの緊急人道支援を実施することを決定。同支援は、３月
２４日に岸田総理が表明した追加的緊急人道支援を具体化するものであり、ウクライナ及
び周辺国のモルドバ、ポーランド、ハンガリー、ルーマニア、スロバキア、チェコに対して９つ
の国際機関を通じて、また、ＪＰＦ経由で日本のＮＧＯを通じて、保健・医療、食料・食料安全
保障、避難民の保護といった緊急性の高い分野で人道支援を実施するもの。なお、ＪＰＦ経
由で日本のＮＧＯには、保健・医療、食料、生活必需品、水・衛生、一時的避難施設、保護
（心理社会的支援）、教育（地雷回避教育等）の分野に１，８５０万ドル（約２０億円）が振り
向けられた。


